
 

   

Ｑ. 父の取引銀行の支店で子名義の預金通帳を父が開設し、父の預金口座から子の預金通帳に200万円振り込んでいて、預金通帳や届出印、キャッシュカードは父が保管して

いるが、贈与税の申告と納税をしている。 

 この場合、贈与があったと認められるか。 

 

【答え】 

① 父の預金通帳から子の名義の預金通帳にお金が移動している事実が確認できることや、贈与税の申告と納税をしているので、贈与があったと認められる。 

 

② たとえ預金間の移動があり、贈与税の申告と納税をしていても、そのことのみをもって贈与があったものと認められない。 

 

 

【解答】 

たとえ預金間の移動があり、贈与税の申告と納税をしていても、そのことのみをもって贈与があったものと認められない。 

 

【解説】 

贈与とは、民法549条で、「贈与は、当事者の一方がある財産を無償で相手方に与える意思を表示し、相手方が受諾をすることによって、その効力を生ずる」とし、諾成契約とさ

れています。 

贈与があったことを証明するためには、贈与契約書の作成が欠かせません。また、贈与税の申告と納税が必要な場合には、それらの手続も必要です。 

相続税の申告において相続財産としていた株式は、被相続人から贈与により取得したもので贈与税の申告を行っていたものとして、請求人が更正の請求をしたのに対して、原処分

庁が、当該株式の贈与の事実は認められず、更正処分をすべき理由がない旨の通知処分をしたことから、争いになった裁決例があります。 

 

国税不服審判所の裁決（平成19年6月26日）では、贈与事実の存否の判断に当たって、贈与税の申告及び納税の事実は、贈与事実を認定する上での一つの証拠とは認められる

ものの、それをもって直ちに贈与事実を認定することはできないと解すべきであるとしています。 
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